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（ 資料「高齢期の就労と年金受給のあり方」より）

(報道より）

○毎日新聞 年金納付延期:６５歳以上の就労前提 水準確保へ苦肉の策 2014 年 10 月 01 日

厚生労働省は１日、公的年金の底上げ策として、基礎年金への加入期間を５年延ばす方針を打ち出した。
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受給開始年齢（原則６５歳）を遅らせることとセットで、一定水準の年金を確保する苦肉の策だ。ただ、

６５歳以降も年金をもらうまで働き続けることが前提で、高齢者の雇用確保など実現への課題は多い。

厚労省によると、厚生年金のもらい始めの給付水準（現役世代の平均的手取り額に対する年金額の割合）

は、加入期間の延長により、モデル世帯で将来も５７．１％（現在６２．７％）を維持できるという。受

給開始を６６歳に遅らせると、給付水準は６２．６％にアップし、その後も、６７歳６８．２％▽６８歳

７３．８％▽６９歳７９．６％▽７０歳８５．４％− − と上昇。７０歳では４割以上の増額になる。

６５歳まで生きた人の平均寿命は男性８４歳、女性８９歳程度。７０歳からもらい始めても、８２歳ご

ろまで生きれば、受給総額は６５歳から受け取った場合と変わらなくなる。厚労省は高齢者も働いて年金

を支える側に回ってもらうことを狙うが、早く死亡すれば「損」になる。２０１２年度に受給繰り下げを

選んだ人は１．２％にとどまった。今後どこまで普及するかは見通せず、１日の社会保障審議会年金部会

（厚労相の諮問機関）では「周知徹底が必要」との指摘が相次いだ。

昨年４月、希望者全員を６５歳まで雇うことが義務付けられたが、６０代後半の就業率は４割弱にとど

まる。しかも基礎年金財源の半分は税金だ。加入期間の延長で保険料は確保できても、税負担分の財源に

はめどが立っていない。【吉田啓志、中島和哉】

○日経新聞 年金保険料の納付、45 年間に延長 厚労省審議会が大筋了承 2014/10/2 1:21

厚生労働省の審議会は１日、国民年金の保険料の納付期間を40年から45年に延ばす改革案を大筋で了承し

た。将来の受取額を増やすほか、年金の支え手を増やして制度を安定させる狙いだ。年金制度の健康診断にあ

たる財政検証を受けた見直しの一環だ。年末までに他のメニューも議論して、来年の通常国会で法改正を目指

す。

今の国民年金は20歳から60歳まで保険料を納め、65歳から月約６万4000円を受け取る。納付期間を65歳まで

延ばせば、毎月8000円ほど多く受け取れる。

厚労省が６月にまとめた財政検証では、経済が低迷すれば将来の年金の受給額が現役世代の半分にも届かな

いことがわかった。厚労省は年金の持続性を高めるために、保険料の納付延長や、毎年の受給額の抑制、パー

ト社員の厚生年金加入の拡大といった改革メニューを示していた。

１日の年金部会では、働くシニアが増えていることも踏まえて、受給開始年齢を一律で引き上げるべきだと

の意見も目立った。ただ受給開始の引き上げは自民党では慎重な声が多いことから、厚労省は本格的な議論を

先送りする方針だ。

○しんぶん赤旗 年金加入期間５年延長案 厚労省 年１８万円超新たに負担 2014 年 10月 3日(金)

厚生労働省は１日、国民年金（基礎年金）の加入期間（２０歳から６０歳になるまでの４０年間）を５年延
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長し、６５歳までの４５年間とする案を社会保障審議会年金部会に示し、大筋了承されました。新たに５年間

に負担することになる保険料は単純計算で年１８万円～２０万円にもなり、支給開始年齢の引き上げ（６５歳）

に続いて、保険料でも大変な負担増を強いるものです。高齢者にまともな収入もないなかで高齢者の生活を直

撃することは必至です。

厚労省は、支給開始年齢を引き上げておきながら、「高齢者の就業意欲が非常に高い」などとして延長は可

能だとしました。

さらに年金の給付水準（現役世代の平均収入に対する年金の割合、現在６２・７％）が２０４３年には５０・

６％に落ち込むと指摘。２００４年の年金改定で「１００年安心」といっていたのに、加入期間を５年延長す

ると給付水準を５７・１％に改善できるといって、負担増を押し付ける考えを示しました。

昨年４月、希望者全員を６５歳まで雇うことが企業に義務付けられましたが、６０代後半の就業率は４割を

切っているのが実態です。部会でも労働者側は「小規模事業所ほど雇用は不安定で所得も大企業とは格差があ

る」と慎重な議論を求めました。

厚労省はさらに、支給開始年齢についても６５～７０歳まで選択できる繰り下げ制度の活用をすすめていく

考えを表明。加入期間の延長と併せて年金削減と負担増を進めていく姿勢を示しました。


